
仕 様 書 

 

１ 委託業務の名称 

  令和３年度女性活躍・働き方応援シンポジウム実施業務 

 

２ 委託業務の目的 

  男性も女性も家族との時間や自分の人生を大切にして人間らしく働けることに加え、女性も専

門性を磨きながら実績を積み、目標を持って働ける環境整備の重要性や、女性の活躍を阻害する無

意識の性的役割分担など、企業の課題について考え、企業における人材の育成・確保や働き方改革

の推進に寄与することを目的とする。 

 

３ 委託期間 契約締結の日から令和４年２月 28日（月）まで 

 

４ 委託業務の内容 

（１）実施に必要な業務 

ア 催事の企画、運営（台本作成を含む。） 

イ 会場設営 

（ステージ看板、生花を含む。当催事に必要なイス・机・マイク等の物品は、会場の備品を使用

できる。また、コロナ感染症への対策を講じること。） 

ウ 舞台装置操作（音響、照明等） 

エ オンライン生配信（アカウントの取得を含む。） 

オ 司会者の派遣（司会者はファシリテーターの役割も担うこと。） 

カ 講師、パネリストとの連絡調整、講師経費の支払い 

（講師の経費（謝金及び交通費）は、５３０千円（税込）の範囲内で支払うこと。なお、パネリ

ストの謝金等の支払いは発注者が対応する。） 

キ 募集チラシ作成、広報 

 （募集チラシは、Ａ４仕上げ、両面印刷４色＋１色で 2,000 部作成し、茨城県労働政策課に納品

すること。（PDF 及び JPEG データ含む）） 

 ク その他運営に必要な事項 

 

（２）シンポジウム内容 

 ア 対象者   

県内企業の経営者、管理職、従業員等  

 イ 定 員 

   100 名程度（オンラインの参加者枠は無制限とする。） 



 ウ 日 時 

   令和４年２月８日（火） １４時～１６時２５分 

 エ 場 所 

   県庁９階講堂 ※別添図面を参照 

 オ 実施方法  

ハイブリット形式（対面及びオンライン） 

 カ 参加費 

   無料 

 キ プログラム 

第１部 

 

表彰式 

（30 分） 

〇「令和３年度茨城県女性リーダー登用先進企業表彰」表彰式 

・知事あいさつ 

・表彰 

・講評 

・写真撮影 

第２部 

 

講演 

（60 分） 

〇基調講演 

タイトル：「これからの男女の働き方（仮）」 

講師：委託者が指定した者とする。 

（10分） （休息 会場セッティング） 

第３部 

 

トーク 

（40 分） 

〇トークセッション 

 司 会 

パネリスト：講演講師、特別優良賞受賞企業（１社 or２社）、 

他に、女性管理職の方（女性社員の立場から）など適任の者を提案するこ

と。（パネリスト５名程度） 

閉会 

（５分） 

アンケート記入依頼 

あいさつ  

  ※「令和元年度女性活躍推進トップセミナー」をご参考にしてください。 

https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/jokatsu/r1topsemina-.html 

 

５ 成果品等 

  受託者は、業務完了後、事業収支計算書及び実績報告書を作成し、令和４年２月 28 日までに委

託者へ提出すること。 

 

６ その他 

（１） 打ち合わせ 



受託者は、委託業務を効果的かつ円滑に進めるため、委託者と十分に協議の上、業務を実施

すること。 

（２） 著作権の取り扱い 

ア 委託事業の遂行により生じた著作権（著作権法第 27 条及び第 28条に定められた権利を含

む。）は、すべて委託者に帰属するものとする。 

イ 第三者が権利を有する著作物（写真、音楽等）を使用する場合には、著作権及び肖像権等

に厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関して費用の負担を含む一切の手続きを受託者に

おいて行うものとする。 

ウ 委託者が所有する資料（写真等）を使用する場合には、協議の上、調達可能なものについ

ては委託者が提供する。 

エ 本仕様に基づく業務に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等が生じた場合

には、当該紛争等の原因が専ら委託者の責任に帰す場合を除き、受託者は自らの責任と負担

において一切の処理を行うものとする。 

オ 受託者は、成果品について、著作者人格権を行使しないものとする。 

（３） 個人情報の保護 

受託者は、委託業務を遂行するに当たっては、別記「個人情報の保護に関する特約事項」を

遵守しなければならない。なお、委託業務に係る契約が終了し、または解除された後において

も同様とする。 

（４） 再委託 

事前に委託者の承諾を得た場合には、業務の一部の再委託を認めるものとする。ただし、受

託者が本契約に係る事務又は委託事業の全部を一括して第三者に委託すること及び総合的な企

画、判断並びに業務遂行管理部分は再委託することはできない。 

（５） 仕様書に定め無き事項等 

本業務の受託者は、下記の事項に従い業務を実施することを要する。 

・本業務の趣旨に鑑み、必要となる一切の業務を行う。よって、本書に明記していない

事項についても、本業務を遂行するうえで当然備えるべき事項については、要求内容

に含まれるものとして、委託者の指示に従い対応すること。 

・受託者側からも積極的な提案をし、事業効果の最大化に努めること。 

・本書に記載されている業務内容に疑義が生じた場合は、委託者及び受託者双方協議の

上、決定するものとする。
 



個人情報の保護に関する特約事項 

 

１ 受託者の責務 

  委託事務を処理するに当たっては、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益の保

護に十分留意して行うように努めること。 

 

２ 個人情報の収集の制限 

  委託事務を処理するために個人情報を収集するときは、委託事務の目的を達成するために必

要な範囲内で行うこと。 

 

３ 個人情報が記録された媒体の保管 

  個人情報が記録された媒体は、施錠可能な金庫に保管するなど、適切に保管すること。 

 

４ 個人情報の目的外利用及び外部提供の禁止 

  委託事務を処理するため収集・作成した個人情報は、委託事務を処理するためにのみ利用す

るものとし、他の目的のために使用し、又は第三者に提供しないこと。 

 

５ 個人情報の複製等の制限 

  委託事務を処理するために個人情報の複製若しくは送信又は個人情報が記録された媒体の外

部への送付若しくは持出しを行うときは、委託者の承諾を受けなければならない。 

 

６ 個人情報についての事故報告 

  個人情報について外部への漏えいその他の事故が発生したときは、速やかに委託者に報告し、

その指示を受けること。 

 

７ 返還義務 

  委託事務を処理するため委託者から提供された個人情報が記録された資料等（複写、複製し

たものを含む。）は、委託業務完了後、速やかに委託者に返還しなければならない。 

 

８ 不要情報の廃棄 

  委託事務を処理するために収集した個人情報は、その者に係る事務が完結した年度から５年

を経過したときは、速やかに復元又は判読が不可能な方法により廃棄すること。 

 

９ 本特約事項に違反した場合の措置 

  委託者は、受託者が本特約事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償を

請求することができる。 


